
 

第１号様式（第４項関係） 

設計内容説明書①一戸建ての住宅又は共同住宅等の住宅部分用 

住戸番号  

建築物の名称  

建築物の所在地  

設計者氏名  

審査員氏名  

 

認定事項 
確認 

項目※ 

設計内容説明欄 ※ 設計内容 

確認欄 項目 設計内容 記載図書 

１．躯体の

外皮性能

等 

外皮性能

等に係る

基本事項 

地域区分 □ １地域  □ ２地域  □ ３地域 

□ ４地域  □ ５地域  □ ６地域 

□ ７地域  □ ８地域 

□計算書 

□仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

住宅の構造 □ 木造住宅（□ 軸組工法 □ 枠組工法） 

□ 鉄骨造住宅 

□ 鉄筋コンクリート造（組石造含む。）住宅 

□ その他 

平均熱貫

流率 

平均熱貫流率の計算値   （     ）【Ｗ/㎡Ｋ】 

平均日射

熱取得率 

冷房期の日射取得係数の計算値   （     ）【－】 

２．一次エ

ネルギー

消費量 

基本事項 居室及び非居室の

面積の入力方法 

□ 床面積（     ）㎡ 

 □ 床面積の合計から類推 

 □ 主居室の面積とその他の居室の面積を入力 

  （    ）㎡  （    ）㎡ 

□面積表  

日射熱 冬季における蓄熱

を利用したパッシ

ブ手法の採用 

□ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

暖房設備 暖房方式の選択 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

自然風 自然風の検討方法 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

遮蔽 平均日射取得係数 平均日射取得係数の計算値（    ）【－】 □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

 冷房設備 運転方法 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

換気 換気設備方式 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

 



 

□ 

熱交換 熱交換型換気設備 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

太陽給湯 太陽給湯装置 □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

給湯 給湯熱源機 

 

□ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

配管について 

 

□ （                ） 

水栓について 

 

□ （                ） 

水栓について 

 

□ （                ） 

CG コージェネレーシ

ョンの種類につい

て 

□ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

照明  □ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

 発電 太陽光発電の採用

について 

□ （                ） □仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

３．その他

の措置 

 節水に関する取組 □ 節水トイレの設置 

□ 節水水栓の設置 

□ 食器用洗浄機の設置 

□仕上表 

□平面図 

□ 

 

雨水等の利用のた

めの設備の設置 

□ 雨水利用 

□ 井水利用 

□ 雑排水利用 

エネルギーマネジ

メントに関する取

組 

□ ＨＥＭＳの採用 

再生可能エネルギ

ー利用設備及びそ

れと連携した定置

型蓄電池の設置 

□ 再生可能エネルギー及び蓄電池 

ヒートアイランド

対策 

敷地緑化等 

□ 敷地又は水面の面積が敷地面積の１０％以上 

敷地の高反射性塗装 

□ 日射反射率の高い塗装の面積が敷地面積の１０

％以上 

屋上緑化等 

□ 緑化を行う又は日射反射率等の高い屋根材を使



 

用する面積が屋根面積の２０％以上 

壁面緑化等 

□ 壁面緑化を行う面積が外壁面積の１０％以上 

□緑化等面積率＋日射反射面積率＋屋根緑化等面積

率×１/２＋壁面緑化面積率≧１０％ 

劣化対策 □ 劣化対策等級３以上 

木造住宅・建築物 木材の利用 

□ 木造住宅 

□ 木造建築物 

高炉セメント等の

利用 

高炉セメント又はフライアッシュセメントを主要構

造部に使用している 

□ 高炉セメント使用の有無 

□ フライアッシュセメント 

４．資金計

画 

 建築に係る資金計

画 

 □申請書  

 



 

第２号様式（第４項関係） 

設計内容説明書 

②共用部分用 

建築物の名称  

建築物の所在地  

設計者氏名  

審査員氏名  

 

認定事項 
確認 

項目※ 

設計内容説明欄 ※ 設計内容 

確認欄 項目 設計内容 記載図書 

１．躯体の

外皮性能

等 

外皮性能

等に係る

基本事項 

地域区分 □ １地域  □ ２地域  □ ３地域 

□ ４地域  □ ５地域  □ ６地域 

□ ７地域  □ ８地域 

□計算書 

□仕上表 

□建具表 

□矩計図 

□ 

 

住宅の構造 □ 木造住宅（□ 軸組工法 □ 枠組工法） 

□ 鉄骨造住宅 

□ 鉄筋コンクリート造（組石造含む。）住宅 

□ その他 

２．一次エ

ネルギー

消費量 

空調 空調ゾーン  ■様式 2-1  

外壁構成  ■様式 2-2 

窓仕様  ■様式 2-3 

外皮仕様  ■様式 2-4 

熱源入力  ■様式 2-5 

二次ポンプ  ■様式 2-6 

空調機  ■様式 2-7 

換気 換気対象室  ■様式 3-1 

給排気送風機  ■様式 3-2 

換気代替空調機  ■様式 3-3 

給湯 給湯対象室  ■様式 4-1 

給湯機器  ■様式 4-2 

照明 照明  ■様式 5 

太陽光発

電 

  ■様式 

３．その他

の措置 

 節水に関する取組 □ 節水トイレの設置 

□ 節水水栓の設置 

□ 食器用洗浄機の設置 

□仕上表 

□平面図 

□ 

 

雨水等の利用のた

めの設備の設置 

□ 雨水利用 

□ 井水利用 

□ 雑排水利用 

エネルギーマネジ

メントに関する取

組 

□ ＨＥＭＳの採用 

再生可能エネルギ

ー利用設備及びそ

れと連携した定置

型蓄電池の設置 

□ 再生可能エネルギー及び蓄電池 

ヒートアイランド

対策 

敷地緑化等 

□ 敷地又は水面の面積が敷地面積の１０％以上 

敷地の高反射性塗装 



 

□ 日射反射率の高い塗装の面積が敷地面積の１０

％以上 

屋上緑化等 

□ 緑化を行う又は日射反射率等の高い屋根材を使

用する面積が屋根面積の２０％以上 

壁面緑化等 

□ 壁面緑化を行う面積が外壁面積の１０％以上 

□緑化等面積率＋日射反射面積率＋屋根緑化等面積

率×１/２＋壁面緑化面積率≧１０％ 

劣化対策 劣化対策 

□ 劣化対策等級３以上 

木造住宅・建築物 木材の利用 

□ 木造住宅 

□ 木造建築物 

高炉セメント等の

利用 

高炉セメント又はフライアッシュセメントを主要構

造部に使用している 

□ 高炉セメント使用の有無 

□ フライアッシュセメント 

４．資金計

画 

 建築に係る資金計

画 

 □申請書  

 



 

第３号様式（第４項関係） 

設計内容説明書 

③非住宅部分用 

建築物の名称  

建築物の所在地  

設計者氏名  

審査員氏名  

 

認定事項 
確認 

項目※ 

設計内容説明欄 ※ 設計内容 

確認欄 項目 設計内容 記載図書 

１．躯体の

外皮性能

等 

外皮性能

等に係る

基本事項 

地域区分（ＰＡＬ

用） 

□ Ａ地域  □ Ｂ地域  □ Ｃ地域 

□ Ｄ地域  □ Ｅ地域  □ Ｆ地域 

□ Ｇ地域  □ Ｈ地域  □ Ｉ地域 

□ Ｊ地域  □ Ｋ地域  □ Ｌ地域 

□PAL 計算表 

□概要書 

 

 

建物の用途（ＰＡ

Ｌ用） 

□ ホテル等 □ 病院等  □ 物品店舗等 

□ 事務所等 □ 学校等  □ 飲食店等 

□ 集会所等 

年間熱負荷係数 （      ）ＭＪ/（㎡・年） 

２．一次エ

ネルギー

消費量 

共通条件 地域区分 □ １地域  □ ２地域  □ ３地域 

□ ４地域  □ ５地域  □ ６地域 

□ ７地域  □ ８地域 

■様式 0 

□概要書 

□用途分類図 

□面積表 

□平面図 

□断面図 

□ 

 

 

建築物の構造 □ 木造住宅（□ 軸組工法 □ 枠組工法） 

□ 鉄骨造 

□ 鉄筋コンクリート造（組石造含む。） 

□ その他 

階数 ・地上（   ）階、地下（   ）階 

面積 ・敷地面積（       ）㎡ 

・建築面積（       ）㎡ 

・延べ面積（       ）㎡ 

空調 空調ゾーン  ■様式 2-1 

外壁構成  ■様式 2-2 

窓仕様  ■様式 2-3 

外皮仕様  ■様式 2-4 

熱源入力  ■様式 2-5 

二次ポンプ  ■様式 2-6 

空調機  ■様式 2-7 

換気 換気対象室  ■様式 3-1 

給排気送風機  ■様式 3-2 

換気代替空調機  ■様式 3-3 

給湯 給湯対象室  ■様式 4-1 

給湯機器  ■様式 4-2 

照明 照明  ■様式 5 

昇降機 昇降機  ■様式 6 

エネルギ

ー利用効

率化設備 

太陽光発電等  ■様式 

３．その他

の措置 

 節水に関する取組 □ 節水トイレの設置 

□ 節水水栓の設置 

□仕上表 

□平面図 

 



 

□ 食器用洗浄機の設置 □ 

雨水等の利用のた

めの設備の設置 

□ 雨水利用 

□ 井水利用 

□ 雑排水利用 

エネルギーマネジ

メントに関する取

組 

□ ＢＥＭＳの採用 

再生可能エネルギ

ー利用設備及びそ

れと連携した定置

型蓄電池の設置 

□ 再生可能エネルギー及び蓄電池 

ヒートアイランド

対策 

敷地緑化等 

□ 敷地又は水面の面積が敷地面積の１０％以上 

敷地の高反射性塗装 

□ 日射反射率の高い塗装の面積が敷地面積の１

０％以上 

屋上緑化等 

□ 緑化を行う又は日射反射率等の高い屋根材を

使用する面積が屋根面積の２０％以上 

壁面緑化等 

□ 壁面緑化を行う面積が外壁面積の１０％以上 

□緑化等面積率＋日射反射面積率＋屋根緑化等面

積率×１/２＋壁面緑化面積率≧１０％ 

劣化対策 劣化対策 

□ 劣化対策等級３以上 

木造住宅・建築物 木材の利用 

□ 木造住宅 

□ 木造建築物 

 高炉セメント等の

利用 

高炉セメント又はフライアッシュセメントを主要

構造部に使用している 

□ 高炉セメント使用の有無 

□ フライアッシュセメント 

  

４．資金計

画 

 建築に係る資金計

画 

 □申請書  

 



 

第４号様式（第７項関係） 

 

認定建築主変更届 

 

年  月  日  

   （宛先） 

秦 野 市 長 

 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は名称          印 

代表者の氏名 

 

 次のとおり認定建築主を変更したいので、届け出ます。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定番号 

              第        号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

                 年   月   日 

 

３ 認定に係る建築物の位置 

 

４ 認定建築主の住所及び氏名 

 

 変更前 変更後 

認定建築 

主の住所 

  

認定建築 

主の氏名 

  

 

    

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 

 

 第        号   第        号 

係員印
 

 

係員印
 

 

（注意） 

１ 正本１部及び副本１部を提出してください。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができます。 

 



 

第５号様式（第８項関係） 

 

軽微な変更届 

 

  年  月  日  

（宛先） 

   秦 野 市 長 

 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は名称          印 

代表者の氏名 

 

 都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規

則第４４条に規定する軽微な変更をしたので、認定(変更認定)通知書を添えて届け出ます。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定番号 

              第        号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

                 年   月   日 

 

３ 認定に係る建築物の位置 

 

４ 認定建築主の住所、氏名 

 

５ 変更事項 

 変更前 変更後 

工事の着手の予定年月日   

工事の完了の予定年月日   

低炭素建築物新築等計画   

 

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 

 

 第        号   第        号 

係員印
 

 

係員印
 

 

（注意） 

１ 正本１部及び副本１部を提出してください。 

２ 届出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができます。 

４ ３欄には、認定に係る建築物の位置する地名地番及び認定に係る住戸の番号（共同住宅等又

は複合建築物において、住戸の申請を行った場合に限ります。）を記載してください。 



 

第６号様式（第９項関係） 

 

低炭素建築物新築等計画認定等申請取下届 

 

  年  月  日  

（宛先） 

   秦 野 市 長 

 

 

申請者の住所又は                                   

主たる事務所の所在地           

申請者の氏名又は名称                         印 

代 表 者 の 氏 名           

 

 

 次の申請を取り下げたいので、届け出ます。 

 

１ 申請の種類 

 

２ 申請年月日 

                 年   月   日 

 

３ 認定に係る建築物の位置 

 

４ 取下げの理由 

 

５ 備考 

 

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 

 

 第        号   第        号 

係員印
 

 

係員印
 

 

（注意） 

１ 正本１部及び副本１部を提出してください。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができます。 



 

第８号様式（第１１項関係） 

 

認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素建築物の新築等工事が完了した旨の報告書 

 

  年  月  日  

（宛先） 

   秦 野 市 長 

 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は名称          印 

代表者の氏名 

 

 認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素建築物の新築等工事が完了したので、報告します。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定番号 

              第        号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

                 年   月   日 

 

３ 認定に係る建築物の位置 

 

４ 認定建築主の住所及び氏名 

 

５ 計画に従って低炭素建築物の新築等工事が行われたことを確認した建築士 

 

(  級) 建築士 (    ) 登録第      号      

住所                             

氏名                             

(  級) 建築士事務所 (    ) 知事登録第      号 

名称                             

所在地                            

 

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 

 

 第        号   第        号 

係員印
 

 

係員印
 

 

（注意） 

１ 届出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができます。 



 

第９号様式（第１２項関係） 

 

認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素建築物の新築等を取りやめる旨の申出書 

 

  年  月  日  

（宛先） 

   秦 野 市 長 

 

 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は名称          印 

代表者の氏名 

 

 

 認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素建築物の新築等を取りやめたいので、申し出します。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定番号 

              第        号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

                 年   月   日 

 

３ 認定に係る建築物の位置 

 

４ 認定建築主の氏名 

 

 

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 認定番号欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 

 

 第        号   第        号 

係員印
 

 

係員印
 

 

（注意） 

１ 届出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができます。 

３ 認定建築主の氏名の欄には、建築を行う権原を有さない者は記載する必要はありません。 

 


